
（5）都道府県性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 奈良県 平成28年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

1,380,181 

1,368,900 

3,690.94 

493,578,569 

486,336,035 

1,804,058 

321,627,164 

1,111,794,120 

人(H29.1.1現在) 

人(H29.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

11.3 

160.6 

％ 

％ 

％ 

％ 

グ ル ー プ 

( 年 度 毎 ) 

H24  Ｄ     H25  Ｄ     H26  Ｃ      

H27  Ｃ     H28  Ｃ 

当 該 団 体 値 

グループ内平均値 

グループ内の 

 最大値及び最小値 

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。 

     Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。 

※ グループ内順位及び都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合グループ内順位を表示しない。 

人件費 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
107,264 

(円) 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

130,000 

140,000 

105,138 

128,745 

119,256 118,617 119,641 120,355 

124,444 

H28 H27 H26 H25 H24 

105,138 

104,670 105,709 

100,999 

112,782 

物件費 

グループ内順位 
8/9 

都道府県平均 
13,195 

(円) 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

18,000 

21,000 

24,000 

27,000 

10,443 

22,603 

13,495 
13,833 

16,910 

14,365 14,045 

H28 H27 H26 H25 H24 

11,946 12,789 
11,423 10,941 10,980 

維持補修費 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
3,739 

(円) 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

2,390 

9,218 

5,202 5,008 

6,623 

4,894 
4,524 

H28 H27 H26 H25 H24 

2,390 

2,097 2,047 2,014 2,042 

扶助費 

グループ内順位 
3/9 

都道府県平均 
8,462 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

18,000 

21,000 

4,401 

17,260 

9,994 
9,821 

7,338 

10,299 10,293 

H28 H27 H26 H25 H24 

11,130 10,974 10,462 

10,110 10,039 

補助費等 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
106,869 

(円) 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

87,340 

106,515 

98,829 
99,950 

110,139 

89,942 
86,460 

H28 H27 H26 H25 H24 

87,340 93,665 

77,372 
74,956 

71,423 

普通建設事業費 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
55,903 

(円) 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

51,195 

85,091 

72,635 
67,951 

79,311 

88,620 

78,803 

H28 H27 H26 H25 H24 

51,195 

49,733 48,412 
50,660 

46,661 

普通建設事業費 （ うち新規整備 ） 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
18,899 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

4,764 

41,979 

25,882 

30,776 32,062 

H28 H27 H26 H25 H24 

4,764 

21,939 22,162 

普通建設事業費 （ うち更新整備 ） 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
19,630 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

12,370 

44,169 

25,800 

15,958 
20,019 

H28 H27 H26 H25 H24 

28,963 

10,088 
11,870 

災害復旧事業費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
4,229 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

597 

6,694 

3,006 

1,818 

7,454 

12,732 

4,913 

H28 H27 H26 H25 H24 

1,353 

3,457 

4,260 4,021 4,500 

失業対策事業費 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H28 H27 H26 H25 H24 

0 
0 0 0 0 

公債費 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
53,908 

(円) 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

60,860 

105,608 

74,434 
74,436 

89,895 

80,674 
85,677 

H28 H27 H26 H25 H24 

60,860 

58,952 57,874 56,958 55,956 

積立金 

グループ内順位 
4/9 

都道府県平均 
12,314 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

3,124 

10,710 

5,356 7,478 

38,368 

23,177 

10,361 

H28 H27 H26 H25 H24 

6,605 

13,113 
17,943 

21,421 

8,832 

投資及び出資金 

グループ内順位 
2/9 

都道府県平均 
790 

(円) 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

0 

1,331 

228 

1,108 

763 

450 

1,878 

H28 H27 H26 H25 H24 

272 

76 30 
118 

366 

貸付金 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
24,774 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

13,920 

42,042 

30,365 
31,436 

34,151 

40,786 40,060 

H28 H27 H26 H25 H24 

13,920 

8,553 7,070 
3,514 3,580 

繰出金 

グループ内順位 
8/9 

都道府県平均 
1,105 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4 

2,042 

794 737 

2,184 

1,065 
779 

H28 H27 H26 H25 H24 

221 

82 80 89 72 

前年度繰上充用金 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H28 H27 H26 H25 H24 

0 
0 0 0 0 

性質別歳出の分析欄 

歳出決算総額は、住民1人あたり352千円となっている。 

主な構成項目である人件費は、住民1人あたり105千円となっており、グループ内類似団体と比べて最も低い水準である。これは、人口10万人あたり職員数がグループ内で最も少ないことや、給与の減額措置を現在も継続して実施していること等によるものである。 

物件費は、住民1人あたり12千円となっており、平成27年度に国補正で措置された交付金を活用した事業が終了したことに伴い、減少している。 

普通建設事業費は、住民1人あたり51千円となっており、グループ内では最も低い状況にある。引き続き「選択と集中」の徹底を図り、効率的・効果的な基盤整備を進めていく。 

扶助費は、住民1人あたり11千円となっており、生活保護費が他団体よりも多いこと等から、グループ内平均より高い。公立学校等奨学給付金や精神障害者自立支援医療費負担の支給対象人数の増等により、長期的には増加傾向にある。 

補助費等は、住民1人あたり87千円となっており、県税収入等の減少に伴う市町村への県税交付金等の減や、奈良県林業基金の事業の再生に伴う損失補償の皆減等により、前年度よりも減少したものの、社会保障費等の増により、長期的には増加傾向にある。 

災害復旧事業費については、平成23年度の紀伊半島大水害により被災した施設の復旧が平成27年度に完了したことにより、前年度より60.9％減少している。 
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